
 平成24年度財源対策債 1323
 平成25年度財源対策債 0191
 平成26年度財源対策債 0145
 平成27年度財源対策債 0073

十二 減税補塡債償
還費

個人の道府
県民税に係
る特別減税
等による平
成６年度か
ら平成８年
度まで及び
平成10年度
から平成18
年度までの
各年度の減
収を補塡す
るため当該
各年度にお
いて特別に
起こすこと
ができるこ
ととされた
地方債の額

種別補正
 平成６年度減税補塡債 0829
 平成７年度減税補塡債 0829
 平成８年度減税補塡債 1657
 平成10年度減税補塡債 1000
 平成11年度減税補塡債 1011
 平成12年度減税補塡債 1000
 平成13年度減税補塡債 0989
 平成14年度減税補塡債 0983
 平成15年度減税補塡債 0987
 平成16年度減税補塡債 0979
 平成17年度減税補塡債 0700
 平成18年度減税補塡債 0971

十三 臨時税収補塡
債償還費

臨時税収補
塡のため平
成９年度に
おいて特別
に起こすこ
とができる
こととされ
た地方債の
額

種別補正
平成９年度臨時税収補塡債
ア 平成９年度市場公募都道府県に係るもの 1000
イ 平成９年度市場公募都道府県以外の都道府県
に係るもの

2895

十四 臨時財政対策
債償還費

臨時財政対
策のため平
成13年度か
ら平成27年
度までの各
年度におい
て特別に起
こすことが
できること
とされた地
方債の額

種別補正
 平成13年度臨時財政対策債 1000
 平成14年度臨時財政対策債 0970
 平成15年度臨時財政対策債 1016
 平成16年度臨時財政対策債 1039
 平成17年度臨時財政対策債 0781
 平成18年度臨時財政対策債 0948
 平成19年度臨時財政対策債 0938
 平成20年度臨時財政対策債 0992
 平成21年度臨時財政対策債 0953
 平成22年度臨時財政対策債 0930
 平成23年度臨時財政対策債 0900
 平成24年度臨時財政対策債 0859

 市町村分

経 費 の 種 類 測定単位 補 正 率 等

一 消防費 人口 段階補正
測定単位の数値が100000人以上のもの
100000人 100
100000人を超え250000人までの数 069
250000人を超え400000人までの数 074
400000人を超え1000000人までの数 073
1000000人を超え2000000人までの数 073
2000000人を超える数 073
測定単位の数値が100000人に満たないもの
その団体の数値 100
100000人に満たない数が70000人までの数 014
同上70000人を超え80000人までの数 －018
同上80000人を超え88000人までの数 －012
同上88000人を超え92000人までの数 －036
同上92000人を超える数 －029

 平成25年度臨時財政対策債 0113
 平成26年度臨時財政対策債 0086
 平成27年度臨時財政対策債 0048

十五 東日本大震災
全国緊急防災施策
等債償還費

平成23年度
から平成27
年度までの
各年度にお
いて東日本
大震災全国
緊急防災施
策等に要す
る費用に充
てるため発
行について
同意又は許
可を得た地
方債の額

種別補正
 平成23年度東日本大震災全国緊急防災施策債償還費
ア 補助・直轄事業分 1000
イ 単独事業分 0871
 平成24年度東日本大震災全国緊急防災施策債償還費
ア 補助・直轄事業分 0987
イ 単独事業分 0864
 平成25年度東日本大震災全国緊急防災施策等債償還費
ア 全国防災事業債分 0095
イ 緊急防災・減災事業債分 0067
 平成26年度東日本大震災全国緊急防災施策等債償還費
ア 全国防災事業債分 0080
イ 緊急防災・減災事業債分 0052
 平成27年度東日本大震災全国緊急防災施策等債償還費
ア 全国防災事業債分 0025
イ 緊急防災・減災事業債分 0025
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